








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































民法 330 条 2 項によって，Ｃの質権より，
Ａの先取特権が優先する。
先取特権
Ｂ Ｃ
残代金
支払い
Ａ
民法の流れ図
49
第３３5条
⑴　特別担保とは，不動産の先取特権・質権または抵当権である。
一般の先取特権の効力
　前 3項の規定は，不動産以外の財産の代価
に先立って，不動産の代価を配当し，または，
他の不動産の代価に先立って，特別担保の目
的である不動産の代価を配当するばあいに
は，適用しない。
　一般の先取特権者は，まず不動産以外の財
産から弁済を受け，なお不足があるのでなけ
れば，不動産から弁済を受けることができな
い。
　一般の先取特権者は，不動産については，
まず特別担保の目的とされていないものか
ら，弁済を受けなければならない。
　一般の先取特権者は，前 2 項の規定にした
がって，配当に加入することを怠ったときは，
その配当加入をしたならば弁済を受けること
ができた額については，登記をした第三者に
たいして，その先取特権を行使することがで
きない。
①
⑴
③
②
④
50
流経法学　第１４巻 第 １号
第３３6条
一般の先取特権の対抗力
　一般の先取特権は，不動産について登記
をしなくても，特別担保を有しない債権者
に対抗することができる。ただし，登記を
した第三者にたいしては，この限りでない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　雇用主をＢ，Ｂと雇用契約を結んだ者をＡとする。Ａは，使用人であ
る。Ｂが，Ａにたいし，給料を支払わないため，ＡがＢの不動産にたい
し，先取特権をもっている。その後，Ｂは，不動産をＣに売った。Ｃす
なわち，第三取得者は，不動産の登記をした。
「はい」
「雇って」
雇用契約
Ｃが，Ｂから
不動産を買って，
登記をした。
Ｂ
Ａ
債務
「売る」 「買う」
不動産
　所有権（Ｂの）
－先取特権
　（Ａの）
債権
先取
特権
第三取得者
Ｂ Ｃ
給料
支払い
Ａ
　所有権（Ｃの）
－先取特権（Ａの）
Ａは，登記をしたＣにたいして，
対抗することができない。
「私（Ａ）には，
一般の先取特権がある。」
先取
特権
登記
Ｂ Ｃ
給料
支払い
Ａ
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流経法学　第１４巻 第 １号
第３３7条
第３３8条
不動産保存の先取特権の登記
　不動産の保存の先取特権の効力を保存す
るためには，保存行為が完了した後，ただ
ちに登記をしなければならない。
不動産工事の先取特権の登記
　工事によって生じた不動産の増価額は，配
当加入の時に，裁判所が選任した鑑定人に評
価させなければならない。
　不動産の工事の先取特権の効力を保存する
ためには，工事を始める前に，その費用の予
算額を登記しなければならない。この場合に
おいて，工事の費用が予算額を超えるときは，
先取特権は，その超過額については，存在し
ない。
①
②
民法の流れ図
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第３３9条
第３40条
　前 2 条の規定にしたがって登記をした先
取特権は，抵当権に先立って行使すること
ができる。
　登記をした不動産保存または不動産工事
の先取特権
不動産の売買の先取特権の登記
　不動産の売買の先取特権の効力を保存す
るためには，売買契約と同時に，不動産の
代価または，その利息の弁済がされていな
い旨を登記しなければならない。
54
流経法学　第１４巻 第 １号
第３4１条
抵当権にかんする規定の準用
　先取特権の効力については，この節に定
めるもののほか，その性質に反しないかぎ
り，抵当権にかんする規定を準用する。
